
その他 6億7,964万円   4.9%

● 地方譲与税交付金
　　　　　　1億976万円
● 地方特例交付金 
　　　　　　  3,836万円
● 法人事業税交付金
　　　　　　  1,715万円
● ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　  　781万円
● 配当割交付金 662万円
● 環境性能割交付金
 755万円
● 株式等譲渡所得割交付金
 863万円
● 交通安全対策特別交付金
 232万円
● 利子割交付金 136万円

≪主な活用事業≫
・ 社会福祉事業　9,108万円
・ 社会保険事業　9,918万円
・ 保健衛生事業　9,181万円

■歳入総額■（町に入ってきたお金）　 137億5,485万円

● 地方消費税交付金 4億8,008万円

（　　　　　　　　　 　）

≪主な活用事業≫
町湯や北月山荘等の運営事業

繰入金
5,317万円 0.4％

繰越金
7億2,127万円 5.2%

使用料・手数料・分担金等
1億4,597万円 1.1％

諸収入
２億5,041万円 1.8％

財産収入
　2,179万円 0.2％

■歳出総額■（町が使ったお金）　　　 129億711万円

商工費
3億2,336万円

2.5％

衛生費
6億4,787万円

5.0％

議会費
1億1,106万円

0.9％

労働費
2,594万円

0.2％

消防費
5億5,732万円

4.3％

寄附金
6億7,897万円 4.9％

町税
19億6,600万円

14.3％

自主財源
38億3,758万円

27.9％

依存財源
99億1,727万円

72.1％
国庫支出金

18億2,216万円
13.3％

県支出金
9億6,690万円

7.0％

町債
11億943万円

8.1％

地方交付税
53億3,914万円  38.8％

● 普通交付税 49億508万円
● 特別交付税 4億3,406万円

総務費
21億1,733万円

16.4％

民生費
32億3,170万円

25.0％

公債費
15億8,363万円

12.3％
教育費

16億9,145万円
13.1％

農林水産業費
10億150万円

7.8％

土木費
16億540万円

12.4％

● 町民税 8億3,844万円
● 固定資産税 8億5,022万円
● 軽自動車税 8,524万円
● 町たばこ税 1億2,050万円
● 鉱産税 332万円
● 都市計画税 6,072万円

● 入湯税  742万円

≪主な活用事業≫
過去に実施した公共下水道事業に
係る地方債償還

平成26年4月1日および令和元年10月1日より
引き上げられた消費税の使途については、
社会保障施策に要する経費へ充当しております。

その他　　1,055万円　0.1％
● 災害復旧費 1,001万円
● 諸支出金 54万円

　うち引き上げ分の地方消費税交付金
　　　　　　　　　　2億8,207万円

● 旧法による税 14万円

決
算
報
告

令和３年度
一
般
会
計

黒
字
決
算

　
令
和
3
年
度
の
一
般
会
計
の

決
算
額
は
、
歳
入
が
１
３
７
億

５
，４
８
５
万
円
、
歳
出
が
１

２
９
億
７
１
１
万
円
で
す
。

歳
　
入

歳
入
は
前
年
度
よ
り

20
億
５
，３
３
１
万
円
の
減

　

令
和
3
年
度
の
歳
入
は
総
額

で
前
年
度
比
20
億
５
，３
３
１

万
円
減
の
１
３
７
億
５
，４
８

５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
地
方

交
付
税
や
地
方
消
費
税
交
付
金

は
増
額
し
た
一
方
で
国
庫
支
出

金
や
町
債
、
繰
越
金
な
ど
の
減

額
に
よ
り
、
全
体
と
し
て
減
少

し
ま
し
た
。

歳
　
出

歳
出
は
前
年
度
よ
り

21
億
７
，９
７
７
万
円
の
減

　
令
和
3
年
度
の
歳
出
は
総
額

で
前
年
度
比
21
億
７
，９
７
７

万
円
減
の
１
２
９
億
７
１
１
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
民
生
費
、

土
木
費
な
ど
は
増
額
し
た
一
方

で
総
務
費
や
商
工
費
、
農
林
水

産
費
な
ど
の
減
額
に
よ
り
、
全

体
と
し
て
減
少
し
ま
し
た
。

町
債・基
金
の
状
況

町
債
現
在
高

　
町
債（
町
の
借
金
）現
在
高
は
、

前
年
度
比
4
億
1
，8
6
4
万

円
減
の
１
５
６
億
６
，８
３
５

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
町
債
の
借
入
は
、
図
書
館
整

備
事
業
や
酒
田
地
区
広
域
行
政

組
合
負
担
金
、
県
営
事
業
負
担

金
に
使
わ
れ
ま
し
た
。

　
臨
時
財
政
対
策
債
※
は
2
億

８
，８
５
３
万
円
で
し
た
。

基
金
現
在
高

　
基
金
（
町
の
貯
金
）
現
在
高

は
、
前
年
度
比
5
億
４
，４
９

１
万
円
増
の
55
億
７
，９
４
５

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
う

ち
、
計
画
的
な
財
政
運
営
を
行

う
た
め
の
積
立
金
で
あ
る
財
政

調
整
基
金
は
18
億
７
，１
５
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
町
民
1

人
当
た
り
の
基
金
の
現
在
高
は
、

約
28
万
円
と
な
り
ま
す
。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
【 

町　
税 

】

　

町
に
納
め
ら
れ
た
税
金
。

な
お
、
消
費
税
や
自
動
車
重

量
税
な
ど
の
一
部
は
、
交
付

金
や
譲
与
税
と
し
て
国
や
県

か
ら
収
入
さ
れ
ま
す
。

【 

繰
入
金 

】

　

基
金
や
他
会
計
か
ら
取
崩

し
、
会
計
へ
繰
り
入
れ
る
お

金
。

【 

地
方
交
付
税 

】

　

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し

た
税
金
の
中
か
ら
、
町
の
財

政
状
況
に
応
じ
て
国
か
ら
交

付
さ
れ
る
お
金
。

【 

国
庫
・
県
支
出
金 

】

　

特
定
の
目
的
の
た
め
に
国

や
県
か
ら
支
出
さ
れ
る
お
金
。

【 

町　
債 

】

　

町
の
借
金
。
大
規
模
事
業

を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融

機
関
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
る

お
金
。

※
臨
時
財
政
対
策
債

　

地
方
の
財
源
不
足
を
補
う

た
め
、
特
例
的
に
認
め
ら
れ

た
町
債
の
ひ
と
つ
。
そ
の
償

還
費
用
は
後
年
度
の
地
方
交

付
税
と
し
て
町
に
収
入
さ
れ

る
た
め
、
地
方
交
付
税
の
肩

代
わ
り
と
い
え
る
も
の
。

【 

総
務
費 

】

　

広
報
や
庁
舎
な
ど
、
町
の

全
般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る

お
金
。

【 

民
生
費 

】

　

子
ど
も
や
高
齢
者
、
障
が

い
者
な
ど
を
対
象
と
し
た
、

福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

教
育
費 

】

　

小
中
学
校
や
公
民
館
、
文

化
活
動
、
ス
ポ
ー
ツ
振
興
な

ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

公
債
費 

】

　

借
り
入
れ
た
町
債
の
返
済

な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

土
木
費 

】

　

道
路
や
除
雪
、
公
園
な
ど

の
維
持
管
理
や
整
備
に
使
わ

れ
る
お
金
。

【 

農
林
水
産
業
費 

】

　

農
林
水
産
業
の
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金
。

【 

衛
生
費 

】

　

健
康
づ
く
り
、
環
境
対
策
、

ご
み
処
理
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金
。

【 

消
防
費 

】

　

消
防
活
動
に
使
わ
れ
る
お

金
。

【 

商
工
費 

】

　

商
工
業
や
観
光
の
振
興
な

ど
に
使
わ
れ
る
お
金
。

歳
入
編

歳
出
編

財
政
用
語
解
説

　
令
和
3
年
度
の
庄
内
町
各
会
計
決
算
が
9
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
町
の
会
計
は
、一
般
会
計
、

特
別
会
計
お
よ
び
企
業
会
計
の
3
つ
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
は
行
政
を
運
営
し
て
い
く

上
で
基
本
と
な
る
会
計
で
す
。
特
別
会
計
と
は
、
国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
な
ど
特
定
の
事
業
に

つ
い
て
、
そ
の
収
支
を
明
確
に
す
る
た
め
に
一
般
会
計
と
分
け
て
設
置
す
る
会
計
で
す
。
企
業
会
計

と
は
、
地
方
公
営
企
業
法
の
全
部
ま
た
は
一
部
が
適
用
さ
れ
る
公
営
企
業
の
会
計
で
す
。

一般会計
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除排雪対策
事業

【 概　要 】
道路などの除排雪を実施
し、冬期における道路交
通を確保しました。

総務費
105,042円

民生費
160,326円

衛生費
32,141円

農林水産業費 
49,644円

土木費
79,645円

消防費
27,649円

教育費
83,914円

公債費
78,565円

町民1人あたりに使ったお金町民1人あたりに使ったお金 640,329640,329円円

固定資産税
42,180円

町民税
41,595円

町たばこ税
5,978円

その他
7,781円

町民1人あたり町民1人あたり
の町税負担の町税負担 97,53497,534円円

　
積
雪
・
降
雪
に
お
け
る
交
通
の

確
保
と
、
町
民
生
活
や
地
域
の
産

業
活
動
の
安
定
を
図
る
た
め
、
除

雪
事
業
計
画
書
に
基
づ
き
、
会
計

年
度
任
用
職
員
に
よ
る
直
営
除
雪

と
町
内
の
業
者
へ
の
全
面
委
託
に

よ
る
機
械
除
雪
を
実
施
し
、
２
７

０
ｋ
ｍ
を
超
え
る
町
道
な
ど
、
歩

道
、
公
共
施
設
の
除
雪
を
実
施
し

ま
し
た
。

　
ま
た
、
集
落
や
地
域
に
お
い
て

自
主
的
に
行
う
生
活
道
路
な
ど
の

除
雪
に
補
助
を
し
て
支
援
し
ま
し

た
。

　
施
設
の
長
寿
命
化
を
図
る
と
と

も
に
、
行
政
、
狩
川
ま
ち
づ
く
り

セ
ン
タ
ー
、
図
書
館
分
館
、
学
童

保
育
所
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ

ー
、
貸
オ
フ
ィ
ス
な
ど
が
同
居
す

る
施
設
に
生
ま
れ
変
わ
ら
せ
ま
す
。

令
和
4
年
度
は
工
事
に
取
り
掛
か

り
、
令
和
5
年
3
月
の
完
成
に
向

け
進
め
て
行
き
ま
す
。

冬
期
交
通
の
安
全
と
住
民
生

活
の
安
定

　
「
庄
内
町
」
が
「
選
ば
れ
る
」

町
と
な
る
よ
う
、
国
の
地
方
創
生

テ
レ
ワ
ー
ク
交
付
金
を
活
用
し
、

「
テ
レ
ワ
ー
ク
に
関
し
て
の
ニ
ー

ズ
調
査
と
町
の
支
援
策
の
周
知
」
、

「
首
都
圏
の
企
業
に
対
し
本
町
に

興
味
を
抱
く
企
業
の
情
報
及
び
ニ

ー
ズ
収
集
調
査
」
、
「
庄
内
町
の

イ
メ
ー
ジ
P
R
動
画
の
制
作
」
、

そ
の
他
S
N
S
や
I
T
企
業
向
け

業
界
専
門
誌
へ
の
広
告
掲
出
な
ど
、

本
町
の
認
知
度
向
上
を
図
る
取
り

組
み
を
進
め
ま
し
た
。

「
テ
レ
ワ
ー
カ
ー
を
応
援
す

る
町
づ
く
り
」
の
具
現
化

令
和
５
年
７
月
中
旬
オ
ー
プ

ン
に
向
け
進
行
中

新型コロナウイ
ルス感染対応臨
時特別給付金

【 概　要 】
子育て世帯および住民税
非課税世帯などに対し給
付金を支給。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

が
長
期
化
し
影
響
が
多
く
の
人
に

及
ぶ
中
、
未
来
を
切
り
開
く
子
ど

も
た
ち
を
育
て
る
子
育
て
世
帯
と

様
々
な
困
難
に
直
面
し
て
い
る
住

民
税
非
課
税
世
帯
や
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
家
計

急
変
が
あ
っ
た
世
帯
に
対
し
て
、

子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
お

よ
び
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
臨
時

特
別
給
付
金
を
支
給
す
る
こ
と
に

よ
り
、
生
活
・
暮
ら
し
の
支
援
を

行
い
ま
し
た
。

地
域
活
性
化
を
担
う
地
域
お

こ
し
協
力
隊
を
配
置

　
余
目
第
一
、
第
二
、
第
三
学
区
、

狩
川
地
区
に
お
い
て
新
た
に
地
域

運
営
組
織
が
設
立
さ
れ
、
指
定
管

理
者
制
度
が
新
規
導
入
さ
れ
ま
し

た
。
組
織
設
立
の
と
り
ま
と
め
役

と
し
て
集
落
支
援
員
の
果
た
し
た

役
割
は
非
常
に
大
き
く
、
今
後
は

地
域
課
題
の
整
理
を
行
い
地
域
ビ

ジ
ョ
ン
の
策
定
に
向
け
て
、
集
落

支
援
員
の
活
動
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

地域おこし
協力隊事業

【 概　要 】
各分野で地域おこし協力
隊を配置し、地域課題の
解決、地域の活性化に取
り組みました。

集落支援員
事業

【 概　要 】
公民館のまちづくりセン
ターへの移行を支援する
ため集落支援員を配置し
ました。

　
本
町
で
は
、
７
人
（
令
和
３
年

度
末
時
点
）
の
地
域
お
こ
し
協
力

隊
が
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
で
地
域
活

性
化
に
向
け
た
活
動
に
取
り
組
み

ま
し
た
。

　
令
和
３
年
度
に
お
い
て
は
、
3

人
の
協
力
隊
員
が
起
業
支
援
の
補

助
を
活
用
し
、
協
力
隊
と
し
て
の

任
期
満
了
後
も
引
き
続
き
町
へ
定

住
し
、
起
業
す
る
こ
と
で
町
を
盛

り
上
げ
て
い
ま
す
。

地
域
活
動
の
軸
と
な
る
集
落

支
援
員
を
設
置

学校適正規
模・適正配置
審議会
【 概　要 】

町内の小・中学校の適正
規模及び適正配置に関す
る方針を策定するための
審議会を設置しました。

出
産
に
か
か
る
費
用
の
負
担

を
軽
減

　
子
育
て
家
庭
へ
の
家
計
の
支
援

を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
、
令
和

3
年
4
月
2
日
か
ら
令
和
4
年
3

月
31
日
ま
で
に
出
生
し
、
出
生
後

最
初
の
住
民
登
録
を
本
町
で
行
っ

た
お
子
さ
ん
１
人
に
つ
き
5
万
8

千
円
を
交
付
す
る
事
業
を
実
施
し

ま
し
た
。

　
1
0
0
人
の
申
請
が
あ
り
、
給

付
金
が
交
付
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、

こ
の
事
業
は
令
和
4
年
度
も
継
続

実
施
し
て
い
ま
す
。

臨
時
特
別
給
付
金
の
支
給
に

よ
る
生
活
・
暮
ら
し
の
支
援

　
本
町
の
学
校
施
設
は
建
設
か
ら

50
年
が
経
過
（
小
学
校
3
校
）
し

た
も
の
も
あ
り
、
老
朽
化
が
進
ん

で
い
る
一
方
、
園
児
・
児
童
生
徒

数
は
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。
将

来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
学
校

の
あ
り
方
を
具
体
的
に
議
論
す
る

た
め
、
園
児
・
児
童
生
徒
の
保
護

者
や
学
校
の
先
生
な
ど
17
人
の
委

員
に
よ
り
2
回
の
審
議
会
を
開
催
。

現
状
と
課
題
の
整
理
や
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

の
検
討

を
行
い

ま
し
た
。

子
ど
も
た
ち
の
未
来
の
た
め
に

持
続
可
能
な
学
習
環
境
を
検
討

【 概　要 】
出産にかかる経済的負担を
軽減するため、出産支援給
付金交付事業を実施しまし
た。

出産支援
給付金給付
事業

立川総合支
所改修整備
事業

【 概　要 】
地域活性化の複合施設に
リニューアルするため、
実施設計を行いました。

地方創生
テレワーク
交付金事業

【 概　要 】
企業やテレワーカーから

「選ばれる」町とすべく、
各種事業を実施しました。

※１人あたりの合計金額は、令和４年３月31日現在の人口20,157人で除し、四捨五入したものです。

商工費
16,042円

その他
7,320円

主
な
施
策
こ
れ
ま
で
の
実
績
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■チェック項目の解説
　実質公債費比率は、一般会計
に係る元利償還金の減額等によ
り、前年度より改善しています。
　将来負担比率は、公営企業債
等の繰入見込額の減少等により、
前年度より改善しています。

健
康
診
断

財
政

健
康
診
断

財
政

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

令和
３年度

令和
２年度

早期健全化
基準

① 実質赤字比率 赤字なし 赤字なし     13.84
② 連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし     18.84
③ 実質公債費比率※ 11.0 11.7   25.0
④ 将来負担比率 32.9 53.6 350.0

財政の健康状態を示す４つのチェック項目

■町（市）債【借金】残高（単位：億円） ■基金【貯金】残高 （単位：千万円）

比較市町の人口

■ 河 北 町：17,871人

■ 高 畠 町：22,698人

■ 尾花沢市：15,229人

■ 村 山 市：23,016人

□ 庄 内 町：20,504人
令和３年４月１日現在の
住民基本台帳人口

MEMO

68.47

村山市  高畠町  河北町 尾花沢市 庄内町
0

50

100

150

200

0

100

200

300

400

500

600

庄内町河北町高畠町村山市 尾花沢市

137.70

156.68

131.83 122.21

83.19 276.5
309.4

238.1

307.9

557.9

■人口が同規模の県内市町と比較してみました

　

自
治
体
の
財
政
が
健
全
か
ど
う
か
を

表
す
指
標
と
し
て
、
健
全
化
判
断
比
率

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
指
標
は
、
毎
年
度
、

議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
町
民
の

み
な
さ
ん
に
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
財
政

指
標
は
「
実
質
赤
字
比
率
」「
連
結
実

質
赤
字
比
率
」「
実
質
公
債
費
比
率
」

「
将
来
負
担
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」

の
５
つ
で
、
資
金
不
足
比
率
を
除
く
４

つ
の
指
標
を
ま
と
め
て
健
全
化
判
断
比

率
と
い
い
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率
で
は
、
財
政
運
営

が
破
た
ん
状
態
に
な
る
財
政
再
生
基
準

と
、
そ
の
手
前
の
財
政
状
態
の
危
険
を

示
す
早
期
健
全
化
基
準
が
設
け
ら
れ
て

い
て
、
４
つ
の
指
標
が
す
べ
て
基
準
以

内
で
あ
れ
ば
財
政
状
態
が
健
全
と
さ
れ

ま
す
。

　

本
町
は
全
て
の
比
率
に
お
い
て
、
早

期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
お
り
、
健

全
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

■資金不足比率
　特別会計等の資金不足額が、事業規
模（料金収入）に対してどれだけの割
合を占めるかを指標化したものですが、
算定の結果、どの会計も資金不足はあ
りませんでした。

　実質赤字比率
　一般会計などの実質赤字額が、
標準財政規模※に対して、どれ
だけの割合を占めるかを指標化
したものです。

　実質公債費比率
　一般会計などが負担する全会計お
よび一部事務組合などの元利償還金
などが、標準財政規模に対して、どれ
だけの割合を占めるかを指標化した
ものです。

　連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を
合算し、町全体としての赤字額
が、標準財政規模に対して、ど
れだけの割合を占めるかを指標
化したものです。

　将来負担比率
　一般会計が将来負担すべき、全会
計、一部事務組合、公社、第３セク
ターを含めた実質的な負債額が、標
準財政規模に対して、どれだけの割
合を占めるかを指標化したものです。

1

2

3

4

※標準財政規模…国庫補助金などの特定財源を除いた毎年経常的に収入される
一般財源の規模のこと。町の標準的な財政規模を示します。

☑ 特別会計
区　　分 歳　　入 歳　　出 差　　引

国 民 健 康 保 険 23億2,780万円 22億3,718万円 9,062万円
後期高齢者医療保険 2億6,380万円 2億6,081万円 299万円
介 護 保 険 29億5,508万円 28億3,322万円 1億2,186万円
風 力 発 電 事 業 6,461万円 5,305万円 1,156万円

☑ 企業会計
◆水道事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）

区　　分 収　　入 支　　出 差　　引
事業運営に伴う収支（収益的収支） 5億7,892万円 5億5,967万円 1,925万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 5,648万円 2億9,250万円 ▲2億3,602万円

※資本的収支の不足分は、当年度消費税および地方消費税資本的収支調整額、過年度および当年度損益勘定留保資金、建設改良積立
金で全額補てんしました。

◆下水道事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）
区　　分 収　　入 支　　出 差　　引

事業運営に伴う収支（収益的収支） 9億6,254万円 9億2,842万円 3,412万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 6億7,406万円 6億7,589万円 ▲183万円

※ 資本的収支の不足分は、過年度引継金、建設改良積立金、前年度からの繰越工事資金で全額補てんしました。

◆ガス事業会計（収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み）
区　　分 収　　入 支　　出 差　　引

事業運営に伴う収支（収益的収支） 4億6,904万円 4億5,732万円 1,172万円
将来のための設備投資と財源との
収支（資本的収支） 4,310万円 9,041万円 ▲4,731万円

※資本的収支の不足分は、当年度消費税および地方消費税資本的収支調整額、過年度損益勘定留保資金で全額補てんしました。

4
8
3
万
円
の
9
．１
％
と
な
り
ま
し
た
。

企
業
会
計

【 

水
道
事
業
会
計 

】

　

有
収
水
量
（
料
金
徴
収
の
対
象
と
な
っ
た

水
量
）
は
前
年
度
よ
り
1
．6
％
減
少
、
有

収
率
は
前
年
度
よ
り
0
．1
ポ
イ
ン
ト
増
加

し
95
．5
％
と
な
り
ま
し
た
。
収
益
的
収
支
は
、

1
，9
2
5
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

【 

下
水
道
事
業
会
計 

】

　

有
収
水
量（
使
用
料
徴
収
の
対
象
と
な
っ

た
水
量
）は
前
年
度
よ
り
1
．8
%
減
少
、
有

収
率
は
前
年
度
よ
り
4
．1
%
減
少
し
93
．

8
%
と
な
り
ま
し
た
。
収
益
的
収
支
は
、
3
，

4
1
2
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

【 

ガ
ス
事
業
会
計 

】

　

販
売
ガ
ス
量
は
前
年
度
よ
り
2
．8
％
減

少
し
ま
し
た
。
原
料
ガ
ス
の
値
上
が
り
に
よ

り
、
売
上
原
価
は
前
年
度
よ
り
20
．7
％
増

加
し
ま
し
た
。
収
益
的
収
支
は
1
，1
7
2

万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

特
別
会
計

【 

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計 

】

　

国
民
健
康
保
険
給
付
費
支
出
額
は
、
対
前

年
度
比
97
．5
％
、
3
，9
2
7
万
円
の
減
少

と
な
り
ま
し
た
。
事
業
は
国
民
健
康
保
険
税

の
ほ
か
、
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
に
よ
り
運

営
し
て
い
ま
す
。

【 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
特
別
会
計 

】

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
１
億
７
，

5
8
3
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
町
で
は
、
こ

の
保
険
料
を
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
事
業

運
営
者
で
あ
る
山
形
県
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
へ
納
付
し
ま
し
た
。

【 

介
護
保
険
特
別
会
計 

】

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
町
が
負
担
し
て
い
る

額
は
、
対
前
年
度
比
１
０
1
．2
％
、
3
，

2
2
1
万
円
増
加
し
、
介
護
保
険
事
業
計
画

内
で
推
移
し
ま
し
た
。
介
護
保
険
料
の
収

納
額
は
、
現
年
度
分
特
別
徴
収
で
５
億
３
，

5
9
1
万
円
、
現
年
度
分
普
通
徴
収
で
２
，

7
3
7
万
円
、
滞
納
繰
越
分
で
65
万
円
と
な

り
、
収
納
率
は
99
．４
％
と
な
り
ま
し
た
。

【 
風
力
発
電
事
業
特
別
会
計 

】

　

町
営
風
力
発
電
所
の
売
電
収
入
は
５
，

0
1
6
万
円
で
、
対
前
年
度
比
1
0
1
．6
％
、

80
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
機
器
な
ど
の
修
繕
費
を
含
む

総
務
費
が
4
，３
0
0
万
円
と
歳
出
総
額
の

81
．１
％
を
占
め
、
一
方
で
基
金
積
立
金
は

特別会計・企業会計

※３カ年平均

■決算報告に関する問合せは
　総務課財政係☎0234-42−0130
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